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地方長官会議と戦前期教育政策（１）








































































回 年 開 催初日月日 総理大臣 文部大臣 資 料 お よ び 備 考
刊 行 資 料
参考資料等
14 1888年（明治21年） 2月13日 伊藤博文 森有礼
東 京 都 公 文 書 館「 明 治 廿
一 年　 地 方 官 会 議 書 類 」
（617-B6-3）





ノ 要 旨 」（ 国 立
国会図書館蔵）














究 所『 教 育 勅
語 渙 発 関 係 資
料 集 』 ２（1939
年 ）「 地 方 長 官
会議における榎
本文部大臣回答








17 11月24日 山縣有朋 芳川顕正
18 1891年（明治24年） 4月21日 山縣有朋 芳川顕正
東京都公文書館「明治廿四
年 四 月　 地 方 長 官 会 議 議
事 筆 記 」（619-B4-19）、「 明









19 10月29日 松方正義 大木喬任
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21 9月11日 伊藤博文 河野敏鎌
東京都公文書館「明治廿五
年 九 月 臨 時 地 方 官 会 議 々
決 建 議 書 類 　 附 日 誌 」
（619-D4-13）
22 1893年（明治26年） 4月17日 伊藤博文 井上毅
















議。 飯 塚 一 幸、
1996年、 竹 永、
1996年による。





26 10月18日 伊藤博文 西園寺公望
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案 有 り ）。「 地 方 官 意 見 」




















「 菊 池 大 麓　 地
方長官会議〔演
説〕」『歴代文部
大 臣 式 辞 集 』、
『菊池前文相演
述　九十九集』
34 1902年（明治35年） 4月23日 桂　太郎 菊池大麓
『菊池前文相演
述　九十九集』






臣 訓 示（ 明 治36
年1月17日 ）『 内
閣総理大臣訓示
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臣 訓 示（ 明 治36
年8月）『内閣総
理大臣訓示集』
37 1904年（明治37年） 2月10日 桂　太郎 久保田譲
「桂内閣総理大












39 1905年（明治38年） 2月24日 桂　太郎 久保田譲
大阪府公文書館「秘書綴」
（BO-59-27）明 治 三 十 八 年
二 月 廿 四 日 地 方 長 官 会 議
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治 4 0 年 4 月 1 1
日）」『内閣総理
大臣訓示集』






43 10月14日 桂　太郎 小松原英太郎
岐阜県庁文書「明治四十一
年十月　地方官会議ニ於ケ
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月10日 ）『 内 閣
総 理 大 臣 訓 示












































































































































































































































































































































































































































































（63）63人文論集　第 44 巻　第 1・2 号
学務委員に対して行った森の訓示」と示している。東京大学、国立国会図書館、国立教育政策研究所教育図
書館のOPAC､NACSIS Webcatを検索してみても『教育演説集』はヒットしてこないので佐藤がこの演述を「森
の訓示」と示し得た根拠は確認できない。内容的に見て「閣議案」等で表明されていた森の方向性を踏襲す
るものである、「文部大臣官邸ニ於テ」とあることから、森本人によるものと常識的に断定あるいは推測で
きるものなのかもしれない。もう少し後の時代になると地方長官会議のフォーマットも整い、「訓示」「演述」
を行うのは主務大臣とみてよくなるのだが、この段階では周辺資料も不足しているので本稿では森自身の訓
示であることを推測に止め、確定を保留しておく。
32　「府県学務課長に対する演説（明治二十二年二月五日）」大久保利謙監修『新修　森有礼全集』第2巻、文泉堂
書店、1998年、547〜558頁。
33　前掲『新修　森有礼全集』第2巻、551頁。
34　例えば山田昇「Ⅱ—５　教師についての思想」海後宗臣ほか「森有礼の思想と教育政策」『東京大学教育学
部紀要』第8巻、1965年、59頁。
35　「九州巡回中郡区長に対する演説（明治二十年二月）」前掲『新修　森有礼全集』第2巻、365頁。
36　前掲、海後宗臣『教育勅語成立史の研究』138〜140頁。
37　前掲、海後宗臣『教育勅語成立史の研究』140頁。
38　前掲『集成』2、507〜508頁、出典は伊藤博文編『秘書類纂　法制関係資料』下巻、298〜301頁。
39　前掲『集成』2、224〜226頁。
付　記
　本稿は平成20年度〜平成22年度科学研究費（基盤研究（C））「戦前期日本の教育政策過程に関する実証的研究―
―地方の政策参画過程の解明と分析――」による研究成果の一部である。
